








体に悪影響を及ぼしている。返礼品に関しては，2017 年に返礼率 3 割というルールが決まり，それを



















































た 2015 年度以降，急速に拡大している（1）。2015 年度のふるさと納税額は，2014 年度と比べて 4 倍の増






（ 1 ） 　総務省「ふるさと納税ポータルサイト」（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_
seido/furusato/policy/
3栁下正和
　2017 年 4 月に総務省は返礼割合を 3 割以下にすべきとの通知を出した。ふるさと納税についてのガ
イドラインを示し，ガイドラインに沿っていない「返礼割合が実質 3 割以上の自治体」と「地場産以外





で，ふるさと納税の控除額上限が 1 割から 2 割に引き上げられた。これは市場価値を 2 倍に引き上げる




行って税額控除を受けた人数が約 130 万人であり，個人住民税を支払った人口が 5,500 万人であった。
ふるさと納税の利用者の割合は，130 万÷5,500 万×100＝2.4％である。仮に，利用者の割合が 10％に








（ 2 ）　保田・保井（2017），10 ページ。
（ 3 ）　保田・保井（2017），11 ページ。
図表 1-1　ふるさと納税額，住民税控除額，控除適用者数の推移
出典）　総務省税務局市町村税課（2018）「ふるさと納税に関する現況調査結果」。



































（ 4 ）　保田・保井（2017），27 ページ。
（ 5 ） 　総務省「ふるさと納税ポータルサイト」（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_
seido/furusato/policy/）






































（ 7 ）　保田・保井（2017），20-23 ページ。
（ 8 ）　保田・保井（2017），30-31 ページ。































　ふるさと納税は，次の 4 つの点で地方自治体のあり方の変化を加速しているとされる（13）。第 1 に，

























































































た。1975 年から 1980 年までの人口の伸びは全国一となっている。1976 年に市制が施行されたが，施行


















金給付事業，坂戸・鶴ヶ島原水道整備事業が減少し，全体として，前年度と比べて 18 億 5,000 万円の
下落であった。











が増収に貢献し，全体として 4,000 万円の増加となっている。国庫支出金は 3 億 7,000 万円，市債は
8,500 万円の減少となっている。その他収入で，まちづくり応援寄附金が 3,000 万円，後期高齢者医療
療養給付費還付金が 2,000 万円の減少となっている。















　坂戸市で平成 20 年度からまちづくり応援寄附制度が始まってから 10 年になるが，制度開始以降，寄
附件数及び寄附金額は増加の一途をたどっている。平成 27 年度の制度改正以降，件数も金額も急激に
増加している。「ふるさと納税現況調査」によれば，寄附献金額とかかった費用については，平成 28 年
度が，それぞれ 1 億 99 万 5,325 円と 5,354 万 5,952 円である（図表 3-5）。平成 29 年度は，7,572 万 3,042








　平成 28 年度に寄せられた寄附金の 1 億 127 万 9,000 円について，平成 30 年度の次の事業に充当され
ている（図表 3-6）。「安全で安心なまちづくりに関する事業」は，防犯等の設置及び管理を行う「防犯
等設置・管理補助事業」に 4,350 万 8,000 円の予算が計上され，1258 万円の寄附金が充当されている。
「健康で元気な街づくりに関する事業」は，乳幼児や児童，高齢者への予防接種を実施する予防接種実
施事業に 2 億 4,572 万 5,000 円が計上され，699 万 2,000 万円が充当されている。「子育て及び教育がし
















上され，3,369 万 2,000 円が充当されている。「活力に満ちたまちづくりに関する事業」は，坂戸よさこ
い支援事業に 700 万円が計上され，562 万円が充当されている。「協働によるまちづくりに関する事業」
は，花のまちづくり推進事業に 772 万 5,000 円計上され，90 万円が充当されている。「その他市長が必
要と認める事業」としては，木橋と花の回廊散歩道づくりという名で次の 2 つの事業がある。ふるさと
の川整備事業には 257 万 4,000 円が計上され，249 万 1,000 円が充当されており，高麗川・越辺川遊歩
道事業には 60 万円が予算計上され，60 万円が充当されている。寄附の使い道の指定がないその他の事
業として，の学校施設整備事業に小学校分に 1 億 2,000 万円が計上され，1,920 万 2,000 円が充当され，


































　平成 29 年度の坂戸市の返礼度を計算してみると，かかった費用が 40,905,356 円であり，集めた寄附
金が 75,723,042 円である。40,905,356÷75,723,042≒0.5402 となる。吸引度については，人口ベースで
2861÷101,531＝0.028，金額ベースでは，75,723,042÷101,531≒745.8 である。市民税が約 54 億円であっ
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 The hometown tax payment system is created for regional revitalization in Japan. In this paper, we 
approached this system from and local economic revitalization. And we are examining the problems that 
the system has return rate of reward items and donation deduction. And then, we suggest improvement 
for problems. Finally, we analyzed the Hometown Tax Payment System case, specifically Sakado City.
Keywords:  The Hometown Tax Payment System, regional revitalization, regional management, dona-
tion deduction, Sakado City
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